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はじめに

日本の学術界は、さまざまな先端的な研究分野でこれまで大きな国際貢献をしてきました。また、

研究の大型化に伴って、多くの国にまたがって実施される国際研究プロジェクトにも日本人研究者

が多数参加し、優れた成果をあげてきました。一方、ごく最近の 年に誕生した国際学術会議

（ ）に象徴されるように、世界の学術界では、自然科学と社会科

学を統合して学際的研究 を推進する機運がますます高まっています。

さらには、フューチャー・アース（ ）の取組に代表されるように、学術と社会が研究の当

初から連携し、コ・デザイン、コ・プロダクション、コ・デリバリーを進めていくための超学際研究

（ ）も推奨されています。持続可能な開発目標（ ）の達成に代表され

る地球規模の問題解決のためには、このような学術と社会の連携強化がこれからも重要になってく

るでしょう。

日本学術会議は、その設立当初から自然科学や工学と人文・社会科学を代表する日本の研究

者から構成されており、個別分野研究とともに学際的研究を推進することが容易な体制になってい

ます。また、フューチャー・アースの推進や、科学技術イノベーションを通じた豊かな社会の創造な

ど、超学際研究を通じた への貢献などを目指す国際的な取り組みにも積極的に関与してき

ました。また、アジア太平洋地域では、 年に設立されたアジア学術会議の事務局を日本学術

会議が担うなど、地域の学術の総合的発展に向けた大きな貢献をしてきました。これからは、アジア

太平洋地域への貢献をさらに発展させるとともに、アフリカ地域など世界の他の地域での貢献のた

めの戦略強化を図っていくことが必要でしょう。

一方で、世界の学術界の中で日本の学術界の相対的地位の低下が顕著に見られるという深刻

な問題もあります。こうした問題を克服し、日本の学術界がこれからも世界の学術界で高く評価され

続けるためには、日本の研究者が得意とする分野での存在感を維持向上させるとともに、研究の量

的拡大から質的向上を目指すこと、地球的課題、地域的課題、国内の課題を統合的に捉えること、

ジェンダーを含む多様性を尊重することなど、日本の学術界が目指す目標像の明確化が求められ

ます。そうした目標を達成するために重要となるのが、次世代を担う若手研究者の活躍の場が広が

っていくことです。 年から活動を始めた日本学術会議の若手アカデミーは、そうした活動の一

つであり、グローバルヤングアカデミー（ ）でも中心的な役割を担って

います。今後は、産業界等とも連携しながら博士課程の大学院生の支援・育成や、長期的に安定

して若手研究者が研究に専念できる環境の整備を進めていく必要があります。

学術と社会の連携の一環として、科学と政策の接点の強化は非常に重要なこれからの課題です。

気候変動に関する政府間パネル（ ）や生物多

様性及び生態系サービスに関する政府間科学 政策プラットホーム（

）は、まさにそのような目的で設立

された国際組織です。こうした組織からの提言を受けて、気候変動枠組条約や生物多様性条約で

は、科学的根拠に基づいた気候目標や生物多様性目標を提示しようとしています。また防災・減

災に関する国際的な学術的議論は、兵庫行動枠組や仙台防災枠組を科学的な側面で支えてい

ます。自然災害の多発する日本における防災・減災分野における国際貢献は、ますます高まって

いくことは間違いありません。また、さらには、 ｓの目標・ターゲット間の相乗効果を高め、トレー



ドオフを最小化するうえで、学術的な分析は欠かせません。こうした分野で日本の学術界がさらに

国際貢献を行っていくことが、これからの大きな課題です。

さらに日本学術会議は、 参加国の主要アカデミアから構成される サイエンス学術会議や、

参加国の代表アカデミアから構成されるサイエンス （ ）に参加するなど、国際政治フォー

ラムへの貢献を目指した取り組みを行ってきました。 年には日本学術会議が主催する「サイエ

ンス 」において「海洋生態系への脅威と海洋環境の保全―特に気候変動及び海洋

プラスティックごみについて―」を議論し、共同声明文を採択し、大きな反響がありました。 サイエ

ンス学術会議や の共同声明文は、日本の内閣総理大臣を含む各国首脳に手交され、世界が

直面する国際政治の課題に学術の面で大きな貢献をしてきました。日本学術会議としては、今後と

も学術界の自立性に留意しながら、積極的に世界の学術界と連携して政策提言を行い、国際社

会に貢献していくことが強く望まれます。

（武内 和彦 公益財団法人地球環境戦略研究機関理事長、東京大学未来ビジョン研究センタ

ー特任教授）

はじめに

日本の学術界は、さまざまな先端的な研究分野でこれまで大きな国際貢献をしてきました。また、

研究の大型化に伴って、多くの国にまたがって実施される国際研究プロジェクトにも日本人研究者

が多数参加し、優れた成果をあげてきました。一方、ごく最近の 年に誕生した国際学術会議

（ ）に象徴されるように、世界の学術界では、自然科学と社会科

学を統合して学際的研究 を推進する機運がますます高まっています。

さらには、フューチャー・アース（ ）の取組に代表されるように、学術と社会が研究の当

初から連携し、コ・デザイン、コ・プロダクション、コ・デリバリーを進めていくための超学際研究

（ ）も推奨されています。持続可能な開発目標（ ）の達成に代表され

る地球規模の問題解決のためには、このような学術と社会の連携強化がこれからも重要になってく

るでしょう。

日本学術会議は、その設立当初から自然科学や工学と人文・社会科学を代表する日本の研究

者から構成されており、個別分野研究とともに学際的研究を推進することが容易な体制になってい

ます。また、フューチャー・アースの推進や、科学技術イノベーションを通じた豊かな社会の創造な

ど、超学際研究を通じた への貢献などを目指す国際的な取り組みにも積極的に関与してき

ました。また、アジア太平洋地域では、 年に設立されたアジア学術会議の事務局を日本学術

会議が担うなど、地域の学術の総合的発展に向けた大きな貢献をしてきました。これからは、アジア

太平洋地域への貢献をさらに発展させるとともに、アフリカ地域など世界の他の地域での貢献のた

めの戦略強化を図っていくことが必要でしょう。

一方で、世界の学術界の中で日本の学術界の相対的地位の低下が顕著に見られるという深刻

な問題もあります。こうした問題を克服し、日本の学術界がこれからも世界の学術界で高く評価され

続けるためには、日本の研究者が得意とする分野での存在感を維持向上させるとともに、研究の量

的拡大から質的向上を目指すこと、地球的課題、地域的課題、国内の課題を統合的に捉えること、

ジェンダーを含む多様性を尊重することなど、日本の学術界が目指す目標像の明確化が求められ

ます。そうした目標を達成するために重要となるのが、次世代を担う若手研究者の活躍の場が広が

っていくことです。 年から活動を始めた日本学術会議の若手アカデミーは、そうした活動の一

つであり、グローバルヤングアカデミー（ ）でも中心的な役割を担って

います。今後は、産業界等とも連携しながら博士課程の大学院生の支援・育成や、長期的に安定

して若手研究者が研究に専念できる環境の整備を進めていく必要があります。

学術と社会の連携の一環として、科学と政策の接点の強化は非常に重要なこれからの課題です。

気候変動に関する政府間パネル（ ）や生物多

様性及び生態系サービスに関する政府間科学 政策プラットホーム（

）は、まさにそのような目的で設立

された国際組織です。こうした組織からの提言を受けて、気候変動枠組条約や生物多様性条約で

は、科学的根拠に基づいた気候目標や生物多様性目標を提示しようとしています。また防災・減

災に関する国際的な学術的議論は、兵庫行動枠組や仙台防災枠組を科学的な側面で支えてい

ます。自然災害の多発する日本における防災・減災分野における国際貢献は、ますます高まって

いくことは間違いありません。また、さらには、 ｓの目標・ターゲット間の相乗効果を高め、トレー

第
８
章



世界の学術界の発展と日本の学術界の役割―国際学術会議の意義と日本学術会議の果

たすべき役割を中心に

年に世界の学術界で画期的とも言える大きな動きがありました。それまで独立であった国際

科学会議（ ）と国際社会科学評議会（

）が合併して、自然科学と社会科学の両分野を統合した非政府組織である

国際学術会議（ ）が誕生したのです。 は、 の連合や協会、

以上のアカデミーや研究評議会を含んだ国や地域の学術組織を取りまとめています 。グロ

ーバルな社会に公共的に貢献するためには、科学的知見、データ、専門知識を世界中どこでもア

クセス可能にし、その利益を世界中に共有するための、文理の融合が必要だと考えられたのです。

は、科学の実践および科学教育と能力構築が包括的かつ公平となることを目指して活動をして

います。

日本学術会議は、日本の学術界を代表する機関として、この のメンバーとなっています。そ

もそも日本学術会議は、その創設以来、社会科学と自然科学のみならず、人文科学や工学をも包

摂した学術組織として活動を展開してきました。そうした観点からみると、 は、人文科学や工学

分野の参加は限定的なものにとどまっているため、学術の統合化に向けた第一歩を踏み出したに

過ぎないと評価することもできるのではないかと思います。いま、世界の学術界は、細分化された専

門分野を中心とした学術体系を統合することによる学際研究の推進を大きな旗頭とするようになっ

ています。また、フューチャー・アースに代表されるような学術と社会の連携を積極的に進め、超学

際研究を模索する動きや、 などが推進しようとしている科学、政策、社会を結びつけるイン

ターフェースの強化といった方向が模索されています。

とくに、気候変動対策、生物多様性の保全、貧困の解消など、地球規模課題の解決のためには、

学術と社会が連携して取り組む超学際的アプローチが不可欠です。同時に、問題が地球的規模

に広がっていることから、１国のみで対応することは難しく、国際的な連携を深めていくことにより、課

題解決に向けた取り組みをさらに進めていく必要があります。

日本の学術界は、これまで欧米の学術界との緊密な関係をもとに、最先端の科学技術の先端的

知見を蓄積してきました。一方、アジア太平洋地域の各国学術界とは、地理的な近さと問題の共通

性などを背景に連携を深め、アジア太平洋地域全体として、また各国それぞれの問題解決に貢献

してきました。とくに 年に創設されたアジア学術会議（ ）は、日本学術

会議の発案で発足したものであり、いまでも日本学術会議が事務局を務めています。 年には

日本学術会議において「社会のための科学：アジアにおける ｓの達成に向けた戦略」をテーマ

に、また 年にはミャンマーのネピドーにおいて「アジアにおける持続可能な開発のための研究

とイノベーション」をテーマに討議がなされ、地球持続性の鍵を握るアジアにおける 推進のた

めの学術界からの貢献のあり方が活発に討議されました。

このような社会と学術界の潮流の中で、 をはじめとする世界の学術組織は、政策を通した科

学研究の社会貢献への促進、また学術の自由を守るため、科学者が分野を超えて共通課題を議

論し、自身のイニシアチブやプログラムの実施、国連の活動への参加、科学関連のプログラムへの

助成を行っています。とくに近年では、持続可能性や包摂性を高めた議論を行うため、未来の担い

手である若手科学者の積極的な参加が期待されています。持続的に若手科学者が国内外の議論

に参加し、その声を届ける新たな仕組みとして、各国で若手アカデミーが設立されてきました。



年現在、世界 か国で若手アカデミーが、 か国以上で若手アカデミーとは異なる位置付けの若

手科学者の団体が存在しています 。

日本学術会議は、こうした動きをいち早く掴み、 年の「日本の展望—学術からの提言 」

の中で、若手アカデミーを「若手研究者が自ら俯瞰的視点から学術の社会に対する課題に取り組

むことを支援するシステム」として着目し、次世代のためのこのようなシステムを検討すべきと提言し

ました 。日本学術会議も年齢構成としてシニアに偏りがあるため、ジェネレーションギャップを埋

めるために若手の声を入れることが海外と同様に重要だと考えられました。 期には、若手アカデ

ミー委員会若手アカデミー活動検討分科会を設置し、 年 月に日本学術会議提言「若手ア

カデミー設置について」を公表し、 月より若手アカデミー委員会が始動しました。 期には、部か

ら独立した組織として若手アカデミーが設置されました。日本学術会議の会員および連携会員の

中で 歳未満の若手研究者と、特定の専門的事項の審議に参画するための研究者（特任連携

会員） 名程度で構成されています。３期目となった 期は、国際会議における若手とシニアの

科学者のコラボレーションが進められました。

各国の若手アカデミーの創設には、グローバルヤングアカデミー（ ）が支援を続けています。

は、 年 月に設立された、 名の若手科学者からなる団体で、世界中の若手科学者

の声を届けることをミッションにしています。５年を任期に若手科学者が毎年世界から 名程度選

定されて入れ替わり、卒業後も間接的直接的に参加を持続する形で カ国までネットワークが広

がっています。多様性や包摂性を重要視しており、メンバー以外の国へのアウトリーチ活動や、紛

争国などで機会を得られない科学者への支援を行う プログラムも実施しています。

年 月、 はインター・アカデミー・パートナーシップ（ 総

会にて、正式に メンバーとして認められました。これまでシニアの科学者が担ってきた国際的な

学術組織と若手科学者との実質的な連携が開始されるようになったのです。

こうしたダイナミックな世界の学術界の動きに対して、いま国内的に大きな話題となっているのが、

世界の学術界における日本の学術界の相対的地位の低下の問題です。その理由としては、とりわ

け博士課程を含む若手研究者の研究環境の悪化や、研究資金の絶対的不足や特定の研究者へ

の偏在などが取りざたされています。現在、日本学術会議や総合科学技術・イノベーション会議で

は、若手アカデミーから提出された若手科学者の意見を反映した政策提言やシステム改革が進め

られていますが、今後の日本の学術界が目指すべきことは、日本の科学技術の歴史的背景を踏ま

え、日本が得意とする特定研究分野での国際的存在感は維持する一方、これまでとは異なる学際

研究や超学際研究の評価、研究の量的拡大から質的向上を目指す目標への転換ではないかと

思います。国際的にどのような目標転換が進められているのかの検討や国際会議での議論を行い、

日本に合った客観的評価指標の提示と、それを用いた目標設定が必要なのではないかと考えられ

ます。

対外的には日本の学術界はその信頼や尊敬を積み上げてきました。これまでもアジア太平洋地

域を中心に研究連携を深め、地域や各国での科学技術の進展に協力してきました。今後は、中東、

アフリカ、南米などにも視野を広げ、積極的に科学技術外交を展開していくべきではないかと考え

られます。これまでの国際協力援助の枠組みを超えて、日本と相手国のアカデミアが対等な関係で

支えあう科学技術外交の積極的な展開は、日本の学術界のみならず、日本社会全体の利益にも

つながると考えられます。とくに、大学・研究所が必要なインフラや基礎教育の体制を含む知識生
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は、科学の実践および科学教育と能力構築が包括的かつ公平となることを目指して活動をして
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分野の参加は限定的なものにとどまっているため、学術の統合化に向けた第一歩を踏み出したに

過ぎないと評価することもできるのではないかと思います。いま、世界の学術界は、細分化された専
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題解決に向けた取り組みをさらに進めていく必要があります。
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知見を蓄積してきました。一方、アジア太平洋地域の各国学術界とは、地理的な近さと問題の共通

性などを背景に連携を深め、アジア太平洋地域全体として、また各国それぞれの問題解決に貢献

してきました。とくに 年に創設されたアジア学術会議（ ）は、日本学術

会議の発案で発足したものであり、いまでも日本学術会議が事務局を務めています。 年には

日本学術会議において「社会のための科学：アジアにおける ｓの達成に向けた戦略」をテーマ

に、また 年にはミャンマーのネピドーにおいて「アジアにおける持続可能な開発のための研究

とイノベーション」をテーマに討議がなされ、地球持続性の鍵を握るアジアにおける 推進のた

めの学術界からの貢献のあり方が活発に討議されました。

このような社会と学術界の潮流の中で、 をはじめとする世界の学術組織は、政策を通した科

学研究の社会貢献への促進、また学術の自由を守るため、科学者が分野を超えて共通課題を議

論し、自身のイニシアチブやプログラムの実施、国連の活動への参加、科学関連のプログラムへの

助成を行っています。とくに近年では、持続可能性や包摂性を高めた議論を行うため、未来の担い

手である若手科学者の積極的な参加が期待されています。持続的に若手科学者が国内外の議論

に参加し、その声を届ける新たな仕組みとして、各国で若手アカデミーが設立されてきました。
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産基盤が十分整備されておらず、論文生産等の実績が十分あがっていないアフリカの学術界と強

固に連携し、アフリカの研究者が着目した研究課題、得ているデータや知識と、日本が持つ技術や

分析力を用いた共著論文などで共同研究の成果を世界の学術界に発信していくことは、希少性の

高い知見の創出につながり、アフリカのみならず日本の学術界にとってもその基盤強化につながる

と考えられます。世界からの信頼と尊敬を維持、向上させるような、日本の学術界の潜在的能力を

最大限生かす科学技術外交の展開が強く望まれます。この点で、国際的な学術界でリーダーシッ

プを発揮できる能力をもった人材（とくに女性研究者や若手研究者）のさらなる発掘と育成が重要

であると考えられます。

年には日本での 総会の開催が予定されています。日本の若手科学者が国際的な学

術界でリーダーシップを発揮する重要な機会であり、日本の科学者が世界の中でどのような役割を

持ち、どのように若手科学者がその未来を築いていくのかを議論する、日本の科学技術の未来に

「光を照らす」象徴的な大会となることが期待されます。科学者以外にも科学技術政策に関わる政

治家や行政官、民間企業に加え、一般市民も参加でき、科学にもっと関わりやすくなるような社会

の実現に向けた提言やアクションプランを公表する予定です。

国際社会は、グローバル化が急激に進展する一方で、各国や各地の独自性を維持しようとする

強い動きもみられ、それがしばしば経済摩擦や地域紛争の勃発にもつながっています。世界平和

度指数（ ）によると、 年は前年より世界の平均的な平和度は改善傾向にあ

るものの、 年前と比較すると平和度は低いと言われます 。テロリストの増加や中東の紛争の深

刻化、また難民の増加や欧米の政治的な緊張の高まりがその要因であるとされています。 年

のレポートでは、気候変動と平和についても分析され、平和度が低い国と気候ハザード（温暖化、

洪水、干ばつ、熱波、火災など）のリスクの高さが合致するとの報告もありました。こうした複雑化す

る国際社会に対し、日本を含む世界の学術界はどのように対処していけばよいのかについて考え

ておく必要があると思います。具体的には、世界が共通して挑んでいく地球的課題と、地域的に固

有の問題解決が求められる課題の識別と、それぞれの地域でのグローバルな視点とローカルな視

点の融合、一方で世界に共通の統合的な戦略を目指すことと、それぞれの地域に固有な戦略の

構築や、それを可能とする多様性のある体制の尊重が必要だということです。そのためには、 ｓ

が目指すような、環境、経済、社会、の統合的向上という大きな目標に加えて、地域の自然・文化

の活用や、新たな価値の創造をめざした社会づくりを学術界が支えていくことが望まれます。

（武内 和彦 公益財団法人地球環境戦略研究機関理事長、東京大学未来ビジョン研究センタ

ー特任教授）

（新福 洋子 広島大学大学院医系科学研究科教授）
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ｓの国際展開に対する学術界の貢献と日本学術会議の役割―科学が生み出すイノベー

ションを中心に

日本では に対して、政府や企業など国内の様々な機関で積極的に取り組むようになりまし

たが、 として掲げられた目標達成のためには、学術界からの貢献が必須です。

日本学術会議では、これまで に対してどのように取り組むか、様々な委員会や分科会で検

討してきました。その一つとして、第 期には第 期に公表された提言を中心に、これまで出され

た数々の提言が のどの目標と関連するかをホームページ上で公開し、課題解決に学術界

が貢献していることを示しました。これを行う過程で、日本学術会議は についてどのような姿

勢で取り組むべきか、議論を重ねてきました。その議論において、積極的に進めるべきという意見と

ともに、批判的な意見もありました。積極的に進めるべきという意見の根拠は、「社会との対話」を第

期の方針として掲げている日本学術会議は世界共通の課題に取り組む必要があること、地球規

模の課題に取り組む際の共通言語として使用できること、研究が社会にとってどういう意味があるか

が問われる現在、その意義づけとして使用できること、研究者が研究の意義を捉えるための手段と

捉えることなどでした。一方批判的であるべきという意見の根拠は、 であれば誰も文句を言え

なくなるような方向を懸念すべき、 は政府主導で進められているという観点から学術が学術以

外のものに縛られるのは問題というものでした。このほか、日本学術会議の 取り組みに対する

提案もたくさん寄せられました。日本らしいやり方を提言できるとよい、芸術やスポーツなど の目

標に該当しない課題にも取り組むべきではないかという意見もありました。これらの意見をもとに、日

本学術会議としては批判の姿勢を持ちながら推進し、できるだけ日本らしい取り組みを目指すこと

になりました。また、日本学術会議が に貢献するとともに、 の観点から日本学術会議の

体質改善を図ることも方針として掲げました。

日本らしい提言を考え、日本学術会議の体質改善も図るために、現在の日本の への取り

組みが世界の中でどのような状況にあるか、まずは知ることが必要です。持続可能な開発ソリューシ

ョン・ネットワーク（ ）とドイツのベルテルスマン財団が共

同で、 年より毎年各国の取り組み状況を インデックス＆ダッシュボード（

） にて公表し、これまでに４回報告が出されました。 の 目標に対して、

各国の取り組み状況を「達成済み」、「近づきつつある」、「課題多い」、「達成までほど遠い」の４段

階で評価しています。

日本に対する評価は、４年間を通して若干の変化がありますが、大きくは変化していません。日

本に対する評価結果として最も高い評価の「達成済み」と最も低い「達成までほど遠い」を図８－

に示します。 年から毎年、日本が「達成済み」とされているのは唯一「目標 ：すべての人々

への、包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する（教育）」です。最新

の 年度版で、この教育に対する「達成済み」の評価が得られたのは経済協力開発機構

（ ）加盟国 ヶ国の内３ヶ国のみ、カナダとフィンランド、そして日本だけです。つまり、

の観点からすれば、日本の教育は世界に誇るべき素晴らしいものだということです。「達成済み」と

評価された要因には、初等中等教育の普及率に加え、高等教育の普及率や による 歳

の生徒の学習到達度調査（ ）結果などがあります。初等教育から高等教育まで、幅広く多くの

人々に質の高い教育の機会を提供し、それが普及していることは、日本にいると当然のように思わ

れますが、世界の常識ではないことがわかります。私たちは、この日本の教育を強みとして、社会の



課題解決に活用することができるでしょう。ただし、日本の教育において、海外からの移民の子供た

ちや障害を持つ子供たちに対する公平な教育機会の提供や、地域間格差と家庭の収入格差など

はこれからの大きな課題です。より多様な子供たちが日本の質の高い教育を受けられるような社会

が実現する教育の改革にも力を入れていくことが望まれます。

年は、 が達成される目標の年です。 インデックス＆ダッシュボードの 年度

版で、「主要な の目標すべてを達成するための軌道に乗っている国は１つもない」と指摘されて

いることを考えると、 年には の目標すべての達成には至っていない状態にあると予想さ

れます。その反省のもと、達成できなかった目標に対して新たな手法を取り入れながら継続的に目

標達成を目指すとともに、 とは異なる目標を設定することが考えられます。 は経済、社

会、環境の３つの側面から、さまざまな課題を統合的に解決することを目指していますが、これらは

物質的豊かさを前面に出したものと捉えることができます。 年に国際社会で議論になるのは、

このような物質的豊かさにとどまらず、人々の精神的充足や幸福感をどのように得ることができるか

が重要になるでしょう。

の「誰一人取り残さない」という理念の達成に向かうためには、世界中の人々がよい状態に

あると感じること、充足感や幸福感を得ることが重要になるでしょう。人々がどの状態を持ってよい状

態と感じるかは、地域や属性、立場などによって異なります。大事なことは、一人ひとりがよい状態で

あると感じることであり、それは同じ価値を皆にあてはめるのではなく、一人ひとりが自分のよい状態

を得る手段を考え、実行し、それが達成できるような社会であることと言えます。この達成のためには、

今ある人類の英知を結集することが必要です。地球規模での人々の幸福を追求し、そのための課

題をさまざまな分野の科学者が英知を集めて設定し、その課題の現状把握を継続的に進め、分析

し、その結果が導く対応を繰り返し行うことが必要です。そして、それは科学者だけに閉じるもので

はなく、あらゆる地域と立場の人々との対話から得られた意見を反映するものでなければなりません。

このような新たな地球規模の課題は 年の設定に始まり、 年頃を目標に進められつつ

あります。その実現のためには、すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を提供できる日本

が世界に率先して進める責任があります。また、その実行により世界を牽引することができます。

年には気候変動に代表される地球規模の環境変化が恒常化し、変化し続ける自然との共生

が大きな課題となるでしょう。一方、 の更なる進展の成果としての人工知能（ ）との共生も社会

課題となり、人類は自然と との共生を求める環境の中で、人々の幸福感を追求することが必要と

なります。自然を の対立項目とは考えず、またそれらを人間の対立項とも捉えず、すべてを適切

に組み合わせ、人間と自然と が共生する社会を目指すことになります。それは、自然を尊重し、

人間とともに生きる人型ロボットを未来の象徴として受け入れ開発してきた日本だからこそ追求でき

ることです。自然と と共生する人間は、経済的価値など物質的な豊かさだけを追求するのではな

く、あくまでもすべての人の精神的充足や幸福感をも追求する存在です。これを先導するのは科学

であり、それを実現するためには科学にも新たな進展が必要となります。

このようなことを実現するためには人々の精神的充足や幸福感を科学として考えるだけでなく、

人間と人間の共生、人間と自然と との共生を進めるための共感をも視野に入れた「共感のため

の科学」を日本の学術として取り組み、世界に展開することが考えられます。科学は客観性を重視

することが基本であり、客観的判断のための手段でもありますが、科学の内容を多くの人と真に共

有するためには、それぞれの主張や考えを理解するための主観に基づく共感が不可欠となります。

ｓの国際展開に対する学術界の貢献と日本学術会議の役割―科学が生み出すイノベー

ションを中心に
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これは、決して特定の主張を共有することを進めるものではありません。異なる主張を単に相容れな

い考えだと断定するのではなく、また論理的な説明を単に論理として理解するだけに留めるだけで

はなく、より深い理解を互いに得るための試みです。既に、脳科学では共感を科学的に解明するこ

とが進められています。例えば、脳の前頭葉が傷ついてしまった場合には、自身の感情を抑えるこ

とが難しくなり、共感する力が欠如することがわかってきました 。これからは、感情や感覚と強く

関わる芸術の力をも取り込み、科学と芸術の融合を進めることも始まるでしょう。生命科学と理学・

工学が人文・社会科学と融合するだけではなく、芸術をも取り込んだ新しい科学が進められ、人間

の心を満たすことが科学の重要な要素として組み入れられるようになります。

このような科学の進展が実現すれば、世界の産業そのものにも大きな変化が現れるようになるで

しょう。経済的価値を追求する現在の形態の産業を主たる生活基盤と捉えるのではなく、すべての

人々のよい生活と幸福感を追求することも組み込んだ新たな産業が生みだされる可能性もあります。

それは、自然や と共生する人間の存在を追求するための生活基盤です。 年には新たな科

学の進展とともに、このような新しい生活基盤の構築も具体的に進められるでしょう。

図８－ ． における日本の達成状況評価結果、

のデータから執筆者が作成

（渡辺 美代子 国立研究開発法人科学技術振興機構副理事）
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学術研究の国際ネットワーク

先端的な学術における国際協力の取り組みの多くは、各国の研究者同士のネットワークから生

まれています。科学が発展するにつれて、一国、一機関の研究者だけで閉じた研究ではなく、多く

の国の研究者が協力して研究成果を共有し、国境を越えた共同研究を行う枠組みが提案されるよ

うになりました。世界的な科学者の団体である国際研究協議会（

の前身団体の一つ） が設立されたのが １世紀前の 年で、日本はアジア唯一の参加国

でした。幾多の戦争の経験を経て、現在、さまざまな学術の国際団体は として、国や特定の

政治勢力と独立して運営されています。単位や標準の決定、データベースの運営、開発途上国へ

の支援など、団体の活動は多様です。日本の貢献も広く認知されており、例えば、 年は国際

純正・応用化学連合（ ）によって、メンデレーエフによる周期表発見 周年を記念した国

際周期表年の閉会式が、新元素ニホニウムを発見した日本で行われています。現在、中国やイン

ドなどが経済的に発展し、このような枠組みにはさらに多様な国の人たちが活発に参加するようにな

っています。今後も科学を発展させるためには、国際協力がより重視され、研究のための人の往来

や、データ・研究経費のやり取りが公正なルールに基づいて迅速に行えることが重要です。複雑化

する国際社会のルール作りを支援することも学術の国際団体の大切な仕事の一つです。

日本は、国際的な研究を国内で実施するのみならず、海外の多くの研究に参加しています。国

際宇宙ステーションや国際核融合実験炉など政府間の協定に基づく国際研究はよく知られていま

す。それ以外にも、日本にノーベル賞をもたらした ファクトリー実験は現在 の国が参加し、スー

パーカミオカンデ実験も１０カ国が参加しています。日本の装置が海外で運用されるケースも多数

あります。天文学では日本がハワイに設置したすばる望遠鏡が大規模な国際共同観測を主導し、

宇宙の暗黒成分の性質とその存在量の決定に大きな成果を挙げています。さらに、さらに他国と共

に施設を建設しすでに では大きな成果を挙げています。また、重力波を手がかりとする新し

い天文学の時代が開かれつつありますが、多波長時間領域天文学に関する国際協力に積極的に

貢献しています。地球環境の観測では、通常の地上観測や衛星観測のほか，とくに中間圏や電離

圏などの高度領域の大型レーダー観測（ ， ）を南極や北欧で推進しており、日

本の深海掘削船「ちきゅう」は２０カ国が参加する国際研究プロジェクトの一部でもあります。

人文・社会科学分野でも日本の研究者は世界の学術の発展のために国際ネットワークを通じて

貢献しています。特にこれまでの学術の西洋中心主義を乗り越える上で、日本の「中間地点」的な

位置を生かすことが可能です。例を挙げれば、哲学系諸学会国際連合（ ）設立当初からの会

員である日本哲学会は、現在、「世界哲学」を推進しています 。これは、「哲学」と言えば西洋哲

学を指すのが自明だったこの学術分野を、世界という視点から根本的に再編し、より普遍的で多元

的な哲学の営みを創出する試みです。欧米諸国の多くの大学とは異なり、哲学科とインド、中国と

いったアジアの哲学を専攻する学科が隣接して存在してきた日本の大学は、このような理念を先導

することができる学術的伝統を有しているのです。

また、文化人類学・民族学分野においても、国際人類学民族科学連合 が、世界諸地域

から参加機関を得て、高齢化や開発、紛争など幅広いテーマについて、様々な文化的背景からの

議論を行い、多くの成果を発出しています。日本文化人類学会は早くからこの連合の一翼を担い、

現在の会長、そして副会長の一人は日本人が務めるなど、重要な役割を果たしています。



社会学分野でも、国際交流は常時行われています。日本社会学会は国際社会学会の創設メン

バーであり、 年には国際社会学会の世界社会学会議を日本で開催し、大きな成果を挙げまし

た。中国、台湾、韓国などアジアの国々との交流も活発に行われていますが、二国間学術交流を

超えた、地域的で包括的な研究ネットワークの構築のために 年に東アジア社会学会が設立さ

れ、 年 月には第一回設立大会が中央大学で開かれました。理論、実証、分析など幅広い

分野で日本の社会学は世界に貢献しています。

いずれの分野であっても、最先端の研究は、今後ますます国際協力のもとで計画立案されること

になるでしょう。 で論じるフューチャー・アースのような、政府や企業の参加する取り組みも、

国際的な共同研究によって地球規模の問題解決を行なっていくことを目指しています。国際的な

研究の立案と実行の中でリーダーシップを発揮していく経験は、若い世代にとって、真の国際人と

なるための貴重な経験となるでしょう。

学術の飛躍的な進展にともない、研究プロジェクトの大型化と国際化は不可避です。国際協力

の下で国際的な研究プロジェクトを安定して運営していくには、研究計画の立案、執行を他国と歩

調を合わせて行わなければなりませんが、科学技術予算が伸びない中で、国際計画への参加が遅

れるケース、また実験・観測の予算が不足するケースも出てきました。また、国外の研究に参加する

予算が、多くの場合競争的資金で賄われているために、バランスの取れた計画実現が難しくなるケ

ースも目立っています。日本が国際共同研究においてその責任と貢献を確実に果たしていくため

には、タイムリーで安定的な予算の確保が必要です。そのためには、各学術コミュニティの意見を早

くから集約し、日本が参加するプロジェクトの意義を、国民や地域社会はもちろん、国際社会の支

持を得ることがますます重要となっています。また研究者の意見が適切に反映される予算決定プロ

セスを強化する必要があります。

（野尻 美保子 高エネルギー加速器研究機構素粒子原子核研究所教授）
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生命科学の国際協力の枠組みと課題

年 月 日、オスロの由緒あるアカデミーの講堂で国際生物学連合（

）発足 年を記念した第 回総会が開催されました。 は、

年前の 年、第一次世界大戦終了直後に、生物学のすべての分野を代表する非政府組織と

してベルギーのブリュッセルで産声をあげました。生物学の国際組織（ユニオン）としては最初のも

ので、同じ年に自然科学全体に関する国際的な学会連合をまとめる国際科学会議（ ）が誕生

しています。興味深いことに、 の創設に関わった の国の一つが日本でした。以来長きにわ

たり、第二次世界大戦の中断をはさんで、日本は主要な加盟国として活動を支えています。

の活動は、かつての博物学・分類学の国際プラットフォーム構築から、時代とともに変遷し

ています。現在は、「多様性を通した統合的生物学」（ ）を掲げ、

現代社会が直面する地球規模の課題に関する科学プログラム、例えば、気候変動の生態系への

影響の観測と解析や、気候変動の影響に関する教育アプリケーションの作成・普及、などを行って

います。とくに重視しているのが先進国以外の地域での活動であり、アジア、アフリカでの観測や、

教育アプリケーションの多言語化を進めています。前者は を通した活動（後述）が、一方後

者は との連携を通した国際展開が今後重要となります。

地球規模の環境問題である、生物多様性・生態系の保全に関しては、国連生物多様性条約

（ 、 年）事務局が主導しています。 年ごとに開催さ

れる条 約 締 約 国 会 議 は （ ）とよばれ、名 古 屋 議 定 書 （

）が採択された 年の は日本国内でも有名です。

一方、条約や政府の政策から独立した科学者集団による国際連携は重要で、 年に設立さ

れた生物多様性版 とも称される「生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学 政

策プラットフォーム（

）」が科学的に中心的役割を担っています。 は賛同する国（日本も含む）、

団体等からの資金で運営され、地球規模の観点で、課題ごとに世界中から科学者を集め、生物多

様性、自然がもたらすもの（Nature’s Contribution to People: NCP）、その変化を科学的に評価し、

政策提言を含む報告書を作成しています。 年 月 日～ 月 日まで、フランスで開催さ

れた第７回 総会では、地球規模の生物多様性及び を評価した報告書が受理され、

年までの作業計画が決定されました。 は、 のメンバーとなっており、参画する科学

者の推薦、 での科学フォーラムを と共同開催しています。

名古屋議定書は、生物多様性の保全だけでなく、遺伝資源の取得の機会（ ）とその利用

から生ずる利益の公正な配分（ ）、すなわち を、生物多様性の重要課題の一

つとして定めています。最近一部の国から、名古屋議定書の適用対象（「遺伝資源」及び「遺伝資

源に関わる伝統知識」）にゲノム配列であるデジタル配列情報を含めるべきという主張がなされてお

り、これが学術の発展に負の影響を及ぼすと懸念されています（日本学術会議提言「生物多様性

条約及び名古屋議定書におけるデジタル配列情報の取扱いについて（ ）」参照）。例えば、デ

ジタル配列情報のオープンな利用の制限は生命科学研究の発展を阻害する可能性があります。

（ 、中国）において採択予定の「ポスト 目標」は、今後の生物多様性保全と

の重要な枠組みとなるでしょう。こうした目標設定において、少なくとも科学的には、 や

などの学術ユニオンからの報告が参照されるべきであると思います。
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フューチャー・アースの取り組み

フューチャー・アース（ ）は、持続可能な地球社会のための国際研究プログラムです

。学術の分野を超えた連携と社会のステークホルダーとの協働を基本とし、研究とイノベーション

による、持続可能な社会への転換の加速を使命としています。 年、５ヶ国に分散した国際事務

局グローバルハブならびに地域事務局が発足し、本格稼働しました。フューチャー・アースは

の研究プログラムの一つであるとともに、 と国連機関、 フォーラム、ベルモントフォーラム

（ ） によって構成される評議会（ ）と、科学者やビジネス界の代

表からなる諮問委員会 （ ）から、活動や予算に関する承認や助言を受けてい

ます。フューチャー・アースは、国連気候変動枠組条約（ ）、気候変動に関する政府間パ

ネル（ ）、生物多様性と及び生態系サービスに関する政府間科学 政策プラットホーム（ ）

などにおいて、公式なパートナーやオブザーバーの立場を持ち、国際的に学術と政策を繋ぐ役割

も果たしています。

フューチャー・アースには、様々な専門分野で先端的な学術活動を担う のグローバル研究プ

ロジェクトと、社会との連携をより強化した９つの「知と実践のネットワーク」があります。また、それらの

統合的な活動の柱として、１）社会のニーズを踏まえた、学術的知見の統合による新たな知識価値

の創造、２）社会のより多くの人々に地球環境変化の現実を伝えるための広報出版活動、３）幅広

い学術コミュニティと社会のステークホルダーからの参画を促す仕組み作りを推進しています。とく

に、 やプラネタリー・バウンダリー（ ）などの数値的理解や目標設定

に対して、広範な学術的エビデンスを収集、整理し、わかりやすく提供することによってサポートする

の取組みは、フューチャー・アースの新しい活動として、 年、グローバルからロー

カルまで多様なスケールで開始されたところです。

日本には国際事務局グローバルハブの一つとアジア地域センターに加え、企業や官庁も参加す

るフューチャー・アース日本委員会が置かれています。さらに、日本政府からフューチャー・アース

に対する国際拠出金も支出されています。日本学術会議のフューチャー・アースの推進と連携に

関する委員会は、 年４月、提言「持続可能な地球社会の実現をめざして － （フ

ューチャー・アース）の 推進－」 を発出しました。また 年９月には、同委員会、 ・ 合

同分科会（ ：フューチャー・アース、 ：世界気候研究計画）、地球環境変化の人間的側面

分科会、フューチャー・デザイン分科会、地球・人間圏分科会と国際事務局日本ハブとアジア

センターが、日本学術会議会長談話『「地球温暖化」への取組に関する緊急メッセージ』 の発出

に協力しました。日本委員会主催による「 日本サミット」や企業との共催によるフォーラ

ムやシンポジウムの開催、金融セクターとの対話プロジェクト等も進められています。また、 実

施指針、第５期科学技術基本計画をはじめ、政府の複数の指針や計画の中で、フューチャー・ア

ースはその役割を果たすべき研究プログラムとして位置づけられています。

年には、日本の学術界がアジア太平洋地域やアフリカ地域等の学術界と連携をますます

強化して、世界の学術界を先導するという責任を果たすことが強く望まれます。フューチャー・アー

スはその道筋の一つとして、複合的な問題への俯瞰的な、またシステム思考によるアプローチを取

地球の環境変動研究を行う研究助成機関の国際組織。日本からは、文部科学省と国立研究開発法人科学

技術振興機構（ ）がメンバー機関として参加。



るとともに、社会の様々な立場の人々との対話と相互理解を促進することによって、地球環境の危

機に正面から取組み、 年までに、脱炭素化の推進による地球温暖化の抑止、とくに ℃目
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貢献できるものと期待しています。
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環境・防災を中心とした国際研究ネットワークに果たす日本の学術の役割－アジア太平洋地

域を中心に

歴史を振り返れば、直近 回の南海トラフ地震、すなわち 年の慶長地震、 年の宝永

地震、 年の安政地震、 年と 年の昭和地震では、いずれも我が国の政治体制の変

革と結びついています。国の地震調査研究推進本部によると、南海トラフ巨大地震の今後 年の

発生確率は ～ とされています。それと時間的に近接して首都圏直下地震が起きる危険性も

高いことが指摘されています。歴史的には南海トラフ地震の発生前には西日本を中心に内陸地震

が連発する傾向もあります。 年 月に発表された土木学会の推計によれば、その経済被害、

資産被害、財政的被害は 兆円に及ぶと予測されています。そしてこうした一連の地震災害

の発生は、その後の長く厳しい復旧・復興過程の始まりに過ぎません。

年の西日本水害と 年の台風 号水害にみられるように、近年、激甚な気候、気象、

水災害も頻発化・激甚化しています。土木学会の推計によれば首都圏における東京湾高潮災害、

荒川水害では 兆円にも及ぶ資産被害が推定されています。

さらに我が国の少子高齢化による災害対応力の脆弱化も深刻です。 歳以上の高齢者一人当

たり対する ～ 歳の生産年齢者の比率は、今世紀初めの 年では 人が、 年に

人まで激減し、 年には 人と推計されています。要支援者の比率が増え、支援できる者の

比率の減少によって社会が脆弱化する中、国難級の災害外力を迎えることになります。 年のリ

スボン地震を経験したポルトガルが、この災害を契機に急速に凋落した事実を踏まえると、今後予

想される国難級災害を現在の我が国の防災力で乗り切れるという保証はありません。防災と減災に

は我が国の存立がかかっています。

国際的視野に立つと、地球規模の環境問題が国連の枠組みで初めて論じられたのは 年

にストックホルムで開催された国連人間環境会議でしたが、多くの議論が南北対立の解消に費やさ

れたといわれています。そうした対立構造を解消するための方向性が定まったのは、「国連環境と

開発に関する世界委員会」（通称、ブルントラント委員会）によってでした。この委員会が 年に

公表した『われら共有の未来』（ ）の報告書では、環境と開発が互いに反するも

のではなく、共存し得るものだという考え方に基づいて「持続可能な開発 」 （

）の概念が提言されました。その後、「国連環境開発会議」（ 年）、「持続可能な開

発に関する世界首脳会議」（ 年）、「国連持続可能な開発会議」（ 年）などでの議論を経

て、 年 月の国連総会において、「持続可能な開発のための アジェンダ」が採択され、

の目標と のターゲットからなる持続可能な開発目標（ ）が定められたのです。

一方、防災分野における国際的・地域的協力の始まりは、 ～ 年の 年間を「国際防

災の 年」 とし､自然災害による被

害の大幅な軽減を図ろうとする決議案が 年の国連総会で採択されことによります。 の

中間レビューの機会として第１回国連防災世界会議が 年に横浜で開催され、その後、

年に神戸にて第２回、 年に仙台にて第３回が開催され、それぞれ、「兵庫行動枠組」、「仙台

防災枠組 」が合意されました。

このように環境と防災に関する国際的な議論は別々の枠組みで進められてきましたが、近年その

統合的な考えが示されてきています。 年の第 回防災グローバルプラットホーム会合

は、「レジリエンスの配



当： 持続可能でインクルーシブな社会に向けて」（

）と題して開催され、議長サマリーにおいて、持続可能な開発と包摂的な社会に

とって災害リスクの情報を踏まえた投資が本質であると結論付けられています 。同年の持続可能

な開発目標に関するハイレベル政治フォーラムにおける国連事務総長報告では、とくに目標 であ

る「貧困をなくそう」において、最貧国における災害による経済的損失の比率の高さが貧困撲滅の

障害になっていることが強調されています 。 年に閣議決定された日本の開発協力大綱でも、

国連において日本が主張してきた「人間の安全保障」の考え方をさらに発展させ、包摂的であり、

持続可能であり、レジリエンスを兼ね備えた「質の高い成長」が必要と謳っています。すなわち国際

的な議論に先んじて、日本は環境と防災を統合化して包摂的なアプローチが必要と主張している

のです 。

「レジリエントな社会」、つまり災害等に直面した際に、素早く復旧しつつ、生活や事業の継続性

を維持し、もともと持っているいろいろな課題をあわせて考えてより良く復興できる社会を構築する

には、予測力を高め、社会資本整備に加えて土地利用や住宅設計の工夫や避難訓練なども含め

て事前の予防を講じ、必要な一連の対応をあらかじめ準備しておくことが必要です。また、貧困撲

滅において災害リスクの軽減が強調されているように、災害リスクと のそれぞれとの因果関係

を明らかにして、災害レジリエンスの向上による目標達成の支援を強化すべきです。例えば、目標

（陸上生態系）、目標 （都市）を災害レジリエンス向上と連携させ、都市の活性化を促す居住

誘導と浸水想定を組み合わせて浸水被害を減らすと同時に、氾濫原である低湿地を自然地に戻

してエコロジカルな場として地域の魅力の一つに加えることによって持続可能な魅力ある社会の形

成を促す手法も考えられます。これらの推進における科学・技術の役割は大きく、細分化した学術

領域間の協働（インターディシプリナリー）と、政策決定者、実務家、民間企業、市民団体などの関

係当事者と科学・技術コミュニティの協働（トランスディシプリナリー）を促進する「知の統合」とその

社会実装が必要であると考えられます。

アジア・太平洋地域は高山から平野、デルタ、島嶼部、海洋に広がる地形と、造山活動とモンス

ーン気候で特徴づけられる自然条件の下で、多様な歴史、文化、宗教、産業が形成されてきまし

た。アジア・太平洋地域の経済成長はまさしく世界経済をけん引しており、世界経済成長の 以

上を生み出すとともに、 年には ％の成長率を達成するとされています 。一方、災害につ

いては、 年から 年の統計によれば、アジア太平洋地域における自然災害は発生件数、

人的被害、経済被害において、それぞれ世界の 、 、 を占めています。なかでも、気候・

気象・水関連災害はアジアにおける全自然災害の中で、それぞれ 、 、 と大きな割合を占

めていることが特徴となっています 。また環境については、産業構造は高環境負荷型・エネルギ

ー多消費型であり、都市化の急激な進行により住居構造が特徴的で、大気汚染、廃棄物、水質・

土壌の悪化等の様々な環境問題が顕在化しています。

日本は、戦後復興期に度重なる災害を受け、続く高度経済成長期には深刻な環境問題を経験

しました。その結果、アジア太平洋諸国の中では比較的早くに環境、防災に関する学術が発展し、

その成果が行政に反映され、アジア太平洋地域、あるいは世界的なネットワークの形成や政府間

協力にも貢献してきました。

環境分野では、 年代後半に世界気候研究計画 の下で、全球エネルギー・水循環
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環境・防災を中心とした国際研究ネットワークに果たす日本の学術の役割－アジア太平洋地

域を中心に

歴史を振り返れば、直近 回の南海トラフ地震、すなわち 年の慶長地震、 年の宝永

地震、 年の安政地震、 年と 年の昭和地震では、いずれも我が国の政治体制の変

革と結びついています。国の地震調査研究推進本部によると、南海トラフ巨大地震の今後 年の

発生確率は ～ とされています。それと時間的に近接して首都圏直下地震が起きる危険性も

高いことが指摘されています。歴史的には南海トラフ地震の発生前には西日本を中心に内陸地震

が連発する傾向もあります。 年 月に発表された土木学会の推計によれば、その経済被害、

資産被害、財政的被害は 兆円に及ぶと予測されています。そしてこうした一連の地震災害

の発生は、その後の長く厳しい復旧・復興過程の始まりに過ぎません。

年の西日本水害と 年の台風 号水害にみられるように、近年、激甚な気候、気象、

水災害も頻発化・激甚化しています。土木学会の推計によれば首都圏における東京湾高潮災害、

荒川水害では 兆円にも及ぶ資産被害が推定されています。

さらに我が国の少子高齢化による災害対応力の脆弱化も深刻です。 歳以上の高齢者一人当

たり対する ～ 歳の生産年齢者の比率は、今世紀初めの 年では 人が、 年に

人まで激減し、 年には 人と推計されています。要支援者の比率が増え、支援できる者の

比率の減少によって社会が脆弱化する中、国難級の災害外力を迎えることになります。 年のリ

スボン地震を経験したポルトガルが、この災害を契機に急速に凋落した事実を踏まえると、今後予

想される国難級災害を現在の我が国の防災力で乗り切れるという保証はありません。防災と減災に

は我が国の存立がかかっています。

国際的視野に立つと、地球規模の環境問題が国連の枠組みで初めて論じられたのは 年

にストックホルムで開催された国連人間環境会議でしたが、多くの議論が南北対立の解消に費やさ

れたといわれています。そうした対立構造を解消するための方向性が定まったのは、「国連環境と

開発に関する世界委員会」（通称、ブルントラント委員会）によってでした。この委員会が 年に

公表した『われら共有の未来』（ ）の報告書では、環境と開発が互いに反するも

のではなく、共存し得るものだという考え方に基づいて「持続可能な開発 」 （

）の概念が提言されました。その後、「国連環境開発会議」（ 年）、「持続可能な開

発に関する世界首脳会議」（ 年）、「国連持続可能な開発会議」（ 年）などでの議論を経

て、 年 月の国連総会において、「持続可能な開発のための アジェンダ」が採択され、

の目標と のターゲットからなる持続可能な開発目標（ ）が定められたのです。

一方、防災分野における国際的・地域的協力の始まりは、 ～ 年の 年間を「国際防

災の 年」 とし､自然災害による被

害の大幅な軽減を図ろうとする決議案が 年の国連総会で採択されことによります。 の

中間レビューの機会として第１回国連防災世界会議が 年に横浜で開催され、その後、

年に神戸にて第２回、 年に仙台にて第３回が開催され、それぞれ、「兵庫行動枠組」、「仙台

防災枠組 」が合意されました。

このように環境と防災に関する国際的な議論は別々の枠組みで進められてきましたが、近年その

統合的な考えが示されてきています。 年の第 回防災グローバルプラットホーム会合

は、「レジリエンスの配
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測地学審議会の建議を受けて開始され、アジア４か所で気候、気象、水循環の大陸スケール国際

共同観測が企画され、 年に集中観測が実施されました。これらの実績を踏まえ、日本主導で

国際調整が進められ、 年に地球観測の政府間部会 が構築されました。国内では総理

大臣への地球観測の推進に関する意見具申を踏まえて国内協力体制が整備されるとともに、アジ

ア太平洋シンポジウムを毎年継続して開催し、水循環、生物多様性、炭素循環、沿岸海洋、農業

の５分野を中心に地域協力が進められました。その結果、 年にアジア太平洋

が発足し、地域協力の強化につながっています。

防災分野においては、日本学術会議が提言の発出ならびに防災関連の研究機関との協力によ

って、 年代を「国際防災の 年」（ ）とする国連決議の取りまとめを主導し、さらに、横

浜 年 、神戸 年 、仙台（ 年）にて開催された３回の国連防災世界会議を学術面か

ら支える役割を担いました。とくに、仙台防災枠組における学術の役割の重要性を取りまとめた東

京声明 年 、 サイエンス学術会議声明 年 、仙台防災枠組の実行指針を謳った東京

声明 年 など、世界の学術機関、国連機関などと協働して、日本学術会議が国際的な合意

形成の中心的役割を担いました。並行して、国内では関連学協会と連携して防災学術連携体、大

学や研究機関、民間団体と協働して防災減災連携研究ハブの組織化、活動を支援し、分野間連

携が進められています。

これらをはじめ数多く積み重ねられた環境・防災分野のそれぞれの経験と実績を俯瞰し、今後は

環境と防災とを統合した包摂的なアプローチの確立を目指して、以下の３点に注力することが重要

です。

第一は、変化するリスクの理解、予測力の向上と、それに基づくレジリエンスの強化です。例えば、

環境分野では化学物質の利用や無秩序な農地の拡大、防災分野では急激な都市化や気候変動

等により、それぞれ環境リスク、災害リスクが増大してきました。問題構造の理解が遅れて有効な対

応手段が適時に講じられず、被害が拡大し、原状への回復に時間を要する事態もありました。私た

ちはその変化を感知し構造を理解して「見える化」するとともに、予測能力を高めて外力のインパク

トを緩和し、早期の復旧・復興、回復を支援する能力を高める必要があります。

第二は、様々な活動を継続的に発展させることです。環境・防災分野では、前述のように、

年代より国際、地域の研究ネットワークを形成・育成・強化して多くの成果をあげてきました。例えば、

の一部であるチベット高原観測研究は、 年代終わりに始まった科学研究費による氷河

観測プロジェクトに端を発しています。 終了後は、 の戦略的創造研究推進事業

の一部として引き継がれ、中国政府の要請を受けて 技術協力プロジェクトとして大学が主幹

機関となり事業が実施されました。この成功事例は省庁連携による「地球規模課題対応国際科学

技術協力プログラム」 の創設につながっています。生態学研究ネットワークとフラックス

観測ネットワークは、 年代よりそれぞれ国内 、アジア域

で観測研究ネットワークを構築して の中心的役割を担うとともに、近年では協働

でマスターサイトを運営し、分野間協力を推進する原動力となっています。このように、継続と段階

的発展による成功事例の蓄積が肝要であると考えられます。

第三は、新たな価値創出の機能とその評価体制の構築です。環境・防災分野では研究・開発

成果の社会実装に壁の存在が認識されており、ラストワンマイルと呼ばれることもあります。この壁を

乗り越えるためには、問題の理解を共有し、統治構造や実行可能な方法に関する協議を進めなけ



ればなりません。そのためには、関連のステークホルダーとの信頼関係の上に立って、統合的な学

術知に基づいた納得のいく説明が必要となります。研究者としても研究機関としても、こういうファシ

リテータとしての機能を高める必要があり、それは、学術の社会的価値創出機能として高く評価され

るべきです。

（丹下 健 東京大学大学院農学生命科学研究科教授）

（小池 俊雄 国立研究開発法人土木研究所水災害・リスクマネジメント国際センター（ ）

センター長、東京大学 名誉教授、政策研究大学院大学 連携教授）

（澁澤 栄 東京農工大学卓越リーダー養成機構特任教授）

（米田 雅子 慶應義塾大学環境・エネルギー研究センター特任教授）
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国際政治フォーラムにおける学術界の役割と日本学術会議の貢献― サイエンス学術会

議、サイエンス （ ）への貢献を中心に

学術界が社会と連携しながら、地球的課題をはじめとする政策に貢献するという役割は、ますま

す高まっています。世界の教育、科学、文化分野での交流を促す国連機関である にお

いても、今世紀になって台頭した超学際科学としてのサステイナビリティ学のアプローチでは、科学、

社会、政策間の効果的な対話を促すメカニズムの構築が重要であるとしています 。実際、

などの主導によって 年に発足した「生物多様性及び生態系サービスに関する政府

間科学 政策プラットフォーム」（ ）でも、その名が示すように、科学と政策の対話を通じて、世

界全体、各地域、各国、地方政府、企業などさまざまなステークホルダーに対して、科学的根拠に

基づいた政策の提言と実施が行われています。

いま国際政治の場では、 が採択されて以降、その達成に向けた取り組みが進められていま

す。これに先立ち国連が推進してきたミレニアム開発目標 が開発途上国を対象としていた

のに対して、 は先進国、途上国共通の目標として定められたものです。先進国と途上国の関

係についても、これまでのような政府開発援助 などを通じた支援国・被支援国の関係から、

対等なパートナーとして両者の連携を深め、相互の持続可能な発展を期そうとする動きが盛んにな

っています。

の推進は、日本を含む世界の学術界のあり方に対しても大きな影響を及ぼしています。学

術界、官界、産業界、 等が、 という共通言語で対話を促進することができるようになった

のは、画期的な出来事でした。毎年、ニューヨークの国連本部で開催されるハイレベル政治フォー

ラム の場は、各国が の進捗状況をレビューするとともに、

さまざまなステークホルダーが意見を交換する貴重な場となっています。また、最近は、気候変動枠

組条約が推進するパリ協定、生物多様性条約がその達成を目指す 年までの愛知目標および

ポスト 目標、また防災・減災に関する仙台防災枠組といった個別の地球環境的課題と

を相互に関連づけ、政策の相乗効果と、人的・資金的資源の有効活用を目指す統合的アプロー

チの機運も高まっています。

への学術界からの貢献、 や の学術的成果を政策に反映させるための「政策

決定者へ向けた要約」（ ）への科学者の貢献に見られるように、国際政

治に対して学術界の果たす役割はますます高まっています。こうした取り組みに対して、学術界が

守るべき立場として強調されているのが、「政策に関連するが政策を規定しない

」という大原則です。こうした大原則を維持しつつ、いかに日本学術会

議を含む日本の学術界が、長期にわたって国際政治フォーラムでの議論に貢献できるかを考える

ことは、「日本の展望」にとっても極めて重要な課題であると考えられます。

現在、日本学術会議が参加している国際政治への貢献を目指す取り組みとしては、 年より

始まった サイエンス学術会議があります。これは 参加国（ 年までは 参加国）に所属

する学術組織（アカデミー）が、 首脳会議に先立って、学術界からの提言を共同声明にまとめ、

各国首脳に手交し、 での議論に役立ててもらうことを意図した取り組みです。 年 月には、

議長国であったカナダのオタワにおいて、カナダ王立協会の主催で開催され、 ）地球規模課題

としての北極圏、 ）デジタルフューチャーについて討議が行われ、共同声明が取りまとめられました。



この共同声明は 首脳に各アカデミーから手交されましたが、日本でも 月に山極壽一会長から

安倍晋三総理に手交されました。

年 月には、 議長国であるフランス科学アカデミーで開催され、 科学と信頼、 人工

知能と社会、 インターネット時代のシチズンサイエンス、について討議され、共同声明文にまとめ

られました。この会合には、日本学術会議の若手アカデミーから２名が参加しました 。日本学術

会議が若手科学者を派遣したことは、他国の科学アカデミーにも大きな刺激となりました。会合の

場で若手科学者に注目が集まり、各国の若手育成の取り組みを議論することにつながりました。こ

の共同声明文についても、フランスのビアリッツで開催された サミットに先立ち、 月に山極会長

から安倍総理に手交されました。

サイエンス学術会議で討議されたシチズンサイエンスの課題を、若手科学者間、更に市民と議

論するために、若手アカデミーメンバーが協力して 年 月に 参加国から メンバー

をつくば市で開催された第一回筑波会議に招待し、市民が参加できる公開セッションを開きました

。シチズンサイエンスは、市民がそれぞれの関心に基づいてデータ収集や分析に関わることがで

きるだけでなく、科学と社会をつなぐツールとして、科学への信頼の醸成に対しても重要であること

が話し合われたほか、職業科学者・非職業科学者の定義とその役割にも議論が及びました。参加

者のほとんどが科学者であったことから、まだ今回は多くの市民にこうした議論を届けるには至りま

せんでしたが、今回の学びも含めて、さらなる試みを 年以降も継続すべきです。それにより、

市民の方々と科学者が日常的に話し合うことができる土壌が形成され、市民から社会問題に対し

て科学者に意見を求められたり、研究プロセスを通した市民の参加による共創的な科学の発展を

促したりと、市民の方々と科学の距離の近い未来を築いていく必要があります。

日本学術会議の国際政治フォーラムへの貢献を目指した取り組みとして、もう一つサイエンス

（ ）の取り組みがあげられます。 は、 サミットに対する学術界からの提言を取りまとめるた

めに、 各国を代表するアカデミーが一堂に会して議論するための会議であり、 年 月に

はドイツのハレで「世界の健康を改善する－伝染性及び非伝染性疾患と戦うための戦略と手段」、

年 月には、アルゼンチンのロサリオで「食糧と栄養の安全保障－土壌の改善と生産性の向

上」をテーマに開催されました。

これらに続いて、 年 月に、日本学術会議で「サイエンス 」が開催されました。
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のサイドイベントにも継続され、若手科学者の中で、 達成のために分野を超えて議論する

ことの意義と発展性の理解が深まったと同時に、シニアの科学者から若手への信頼と期待が高まる

機会にもなりました。以後も２年毎に開催される や、その他の国際会議の場で、若手科学者が

活躍できる体制を整える必要があります。

日本の学術界としては、現在、 に関する取り組みに力を入れていることから、今後は国連

本部で毎年開催されている に関するハイレベル政治フォーラム（ ）への学術界からの貢

献を世界の学術界と連携しつつ行っていく必要があると思われます。また国連では、 を中心

に、気候変動枠組条約のパリ協定、生物多様性条約のポスト 目標、自然災害の防災・減災

に関する仙台防災枠組などとの相乗効果を高めていく必要性が指摘されており、そうした面での学

術界からの貢献も大いに期待されます。学術と社会の強固な連携を基礎としつつ、俯瞰的な立場

から地球的課題の解決への貢献を目指すサステイナビリティ学やその国際連携による取り組みとし

てのフューチャー・アースは、そうしたシナジーを高めるための学術的観点からの具体策を提示する

ことが期待されています。

（武内 和彦 公益財団法人地球環境戦略研究機関理事長、東京大学未来ビジョン研究センタ

ー特任教授）

（新福 洋子 広島大学大学院医系科学研究科教授）
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